様式第十二号(第十条の十二関係)
(第1面)申請窓口で記入するか、あらかじめ申請日を記入しておいてください。

	特別管理産業廃棄物収集運搬業許可申請書
　令和５年９月１日
　　　神奈川県知事　殿

申請者　〒231-8588　
住所　神奈川県横浜市中区日本大通１番地
氏名　神奈川環境株式会社　　　　　
代表取締役　横浜　太郎
電話番号　045-210-1111　　
ﾌｧｸｼﾐﾘ　　045-210-1111　　　　　　　　
　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条の4第1項の規定により、特別管理産業廃棄物収集運搬業の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。

	事業の範囲(取り扱う特別管理産業廃棄物の種類及び積替え又は保管を行うかどうかを明らかにすること。)
	
　詳細は別表のとおり。

積替・保管なし

	事務所及び事業場の所在地
	事務所　神奈川県横浜市中区日本大通１番地
電話番号　045-210-1111

	
	事業場　
電話番号　積替・保管なしの申請の場合、事業場は空欄となります。


	事業の用に供する施設の種類及び数量
	　
事業計画書のとおり
（収集運搬車両合計 ２台、運搬容器有・無）

	積替え又は保管を行う場合には、積替え又は保管を行うすべての場所の所在地及び面積並びに当該場所ごとにそれぞれ積替え又は保管を行う特別管理産業廃棄物の種類、積替えのための保管上限及び積み上げることができる高さ
	　

	※事務処理欄
	　


[bookmark: _GoBack](日本産業規格　Ａ列４番)
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別表１　　　特別管理産業廃棄物収集運搬業（積替・保管を除く）における事業の範囲
	No
	種　　　　類
	取扱い
の有無

	１
	廃油（揮発油類、灯油類、軽油類）
	○

	２
	廃酸（pH2.0以下のもの）
	○

	３
	廃アルカリ（pH12.5以上のもの）
	○

	４
	感染性産業廃棄物
	○

	５
特定有害産業廃棄物
	廃水銀等
	

	
	鉱さい　＊１
	

	
	廃石綿等
	○

	
	ばいじん　＊１
	

	
	燃え殻　＊１
	

	
	廃油　＊１
	○

	
	汚泥　＊１
	○

	
	廃酸　＊１
	○

	
	廃アルカリ　＊１
	○

	
	廃ポリ塩化ビフェニル等　＊２
	

	
	廃ポリ塩化ビフェニル等（低濃度ＰＣＢ汚染廃油）
＊２
	

	
	ポリ塩化ビフェニル汚染物　＊２
	

	
	低濃度ポリ塩化ビフェニル汚染物　＊２
	

	
	ポリ塩化ビフェニル処理物　＊２
	

	
	低濃度ポリ塩化ビフェニル処理物　＊２
	


＊１　申請する金属等の詳細は別表２のとおり。
　＊２　ポリ塩化ビフェニル廃棄物の許可申請をする場合で、濃度限定がない許可を申請する場合は低濃度許可も含めて○を付け、低濃度限定の許可を申請する場合は低濃度許可のみ○を付けてください。

（注１）申請に係る取り扱う特別管理産業廃棄物の種類について、「取扱いの有無」の欄に○印を付けてください。
（注２）変更許可申請の場合で、既に許可を取得しているものには◎印を付けてください。



別表２　　　金属等を含む特定有害産業廃棄物
	　　　　　　　　　　　廃棄物の種類



金属等の名称
	鉱さい
	ばいじん
	燃え殻
	廃油
	汚泥
	廃酸
	廃アルカリ
	

	水銀又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	カドミウム又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	鉛又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	有機燐化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	六価クロム化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	砒素又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	シアン化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	ＰＣＢ
	
	
	
	
	
	
	
	

	トリクロロエチレン
	
	
	
	○
	○
	
	
	

	テトラクロロエチレン
	
	
	
	
	
	○
	
	

	ジクロロメタン
	
	
	
	
	
	
	○
	

	四塩化炭素
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，２－ジクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，１－ジクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	シス－１，２－ジクロロエチレン
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，１，１－トリクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，１，２－トリクロロエタン
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，３－ジクロロプロペン
	
	
	
	
	
	
	
	

	チウラム
	
	
	
	
	
	
	
	

	シマジン
	
	
	
	
	
	
	
	

	チオベンカルブ
	
	
	
	
	
	
	
	

	ベンゼン
	
	
	
	
	
	
	
	

	セレン又はその化合物
	
	
	
	
	
	
	
	

	１，４－ジオキサン
	
	
	
	
	
	
	
	

	ダイオキシン類
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）　申請に係る金属等の項目に○を付けてください。
（注２）　変更許可申請の場合で、既に許可を取得しているものには◎を付けてください。

(第2面)
	既に処理業の許可(他の都道府県のものを含む。)を有している場合はその許可番号(申請中の場合には、申請年月日)
	都道府県・市名
	許可番号(申請中の場合には､申請年月日)

	
	　横浜市
	　０５６００××××××

	
	　相模原市
	　令和５年８月１日申請

	
	　東京都
	　１３００××××××

	
	　
	　

	申請者(個人である場合)

	　
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	
	住所

	
	　
	　
	　

	
	
	
	　

	
	　　　(法人である場合)

	
	(ふりがな)
名称
	住所

	
	　神奈川 (かながわ)環境 (かんきょう)株式会社
	　神奈川県横浜市中区日本大通１番地

	法定代理人(申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合)
	（個人である場合）

	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	住所

	
	
	

	
	
	

	（法人である場合）　　

	　(ふりがな)
名称
	住所

	
	

	

	役員（法定代理人が法人である場合）

	
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役 職 名・呼 称
	住所

	
	役員に在日外国人を含む場合、氏名欄には本名（複数ある場合には全て）及び通称を併記し、ふりがなもそれぞれ記載してください。

	
	必ず住民票に記載してあるとおりに記載してください。


	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




	役員(申請者が法人である場合)

	　
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	横浜 (よこはま)　太郎 (たろう)
金 (きん)　太郎 (たろう)
ＫＩＭ (きむ)　ＴＡＲＯ (たろう)
	Ｓ16.1.1
	　韓国

	
	
	代表取締役
	　神奈川県横浜市中区港町○○

	
	川崎 (かわさき)　次郎 (じろう)
	Ｓ17.3.3
	　神奈川県川崎市川崎区富士見◇◇

	
	
	取締役
	　神奈川県川崎市川崎区宮本町◆◆

	
	横須賀 (よこすか)　参郎 (さぶろう)
	Ｓ18.5.5
	　神奈川県横須賀市小川町□□

	
	
	取締役
	　神奈川県横須賀市日の出町■■

	
	厚木 (あつぎ)　志郎 (しろう)
	Ｓ19.7.7
	　神奈川県厚木市中町△△

	
	
	監査役
	　神奈川県厚木市水引▲▲



(第3面)
	発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしている者があるとき)

	　
	発行済株式の総数
	１００，０００　株
	出資の額
	　３００万円

	
	(ふりがな)
氏名又は名称
	生年月日
	保有する株式の数又は出資の金額
	本籍

	
	
	
	割合
	住所

	
	国立 (くにたち)株式会社
	　
	１０，０００株
	　

	
	
	
	１０％
	東京都千代田区霞が関△△

	
	厚生 (こうせい)　一二三 (ひふみ)
	S2.2.2
	６，０００株
	東京都千代田区神田佐久間町◆◆

	
	
	
	６％
	東京都千代田区霞が関▲▲

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　株主又は政令使用人に在日外国人を含む場合、氏名欄には本名（複数ある場合には全て）及び通称を併記し、ふりがなもそれぞれ記載してください。

	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	　
	　

	令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合)

	　
	(ふりがな)
氏名
	生年月日
	本籍

	
	
	役職名・呼称
	住所

	
	城山 (しろやま)　二郎 (じろう)
	　Ｓ20.9.9
	　神奈川県相模原市中央区中央▲▲

	
	
	　津久井支店長
	　神奈川県相模原市緑区城山××

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　

	
	
	　
	　

	備考
　1　※欄は記入しないこと。
　2　「法定代理人」の欄から「令第６条の10に規定する使用人」までの各欄については、該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、その書面を添付すること。
　3　「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。
　4　都道府県知事が定める部数を提出すること。

	※手数料欄



